
2章 PPP/PFI手法の概要



下水道事業でのPPP/PFI活用の期待と課題



下水道事業の現状と課題・取組み （本編2.1.1）

○ 下水道事業は、経営改善や老朽化対策等の従来からの課題に加えて、脱炭素（カーボンニュート
ラル）等に代表される新たな課題への取組やDXの推進等の先進的な取組みも求められている。

課題の概要 課題認識の背景

経営改善 • 下水道事業の経営環境は厳しさを増しており、収入減少及び費用増加の
トレンドにある

• このようなトレンドの中で、どのように下水道事業の経営改善を図るか

• 人口減少等による有収水量の減少によ
る、下水道使用料収入の減少

施設等老朽化
対策

• 下水道施設の整備は1990年代にピーク
• これらの施設の長寿命化や適切な更新をどのように行っていくか

• 処理場等施設の更新需要が増加
• 今後築50年を超える管きょが急増し、

更新需要が増加する見通し
• 管渠調査等維持管理費用も同様に増加

職員数減少・技
術継承

• 下水道事業に従事する地方公共団体職員の職員数減少
• どのように下水道事業に関する技術力を維持・向上させていくか

• 人口減少等や財政状況の悪化に伴う下
水道技術職員の不足や技術力の不足

デジタル（DX
の推進等）

• いわゆるデジタルトランスフォーメーション（DX）を活用した下水道事業
における革新的な技術開発をどのように進めていくか

• 新型コロナウィルスの影響をふまえた
政府主導での積極的なDXの推進

• 特に下水道事業はデジタル化が進んで
いる領域ではないことから、どのよう
な手法によってデジタル化へ移行する
かが注目されている

脱炭素（カーボ
ンニュートラ
ル）・肥料利用

• 脱炭素に向けて、下水汚泥のポテンシャルを活用すること等が想定されて
おり、これらに代表される脱炭素に資する手法をどうやって拡大していく
か

• 地球規模の気候変動により、世界各国
が脱炭素に向けた動きを活性化

• 政府による国を挙げてのカーボン
ニュートラルの推進

他分野連携（肥
料利用 等）

• 肥料価格の高騰により下水汚泥資源の肥料利用に注目が集まっている
• 農業サイドとの連携により、肥料利用をいかに拡大していくか

• 政府による国を挙げての食料安全保障
の確立

広域化／バンド
リング等

• 人口減少下で下水道事業の持続的な運営を果たすためには、効率的かつ
効果的な運営をどのようにして行うかが重要

• 施設の広域化や他分野とのバンドリングはスケールメリットによる効率的
かつ効果的な運営につながることから、これらをいかにして進めていくか

• 経営の基盤強化を図るため、下水道事
業をはじめとした施設の広域化・共同
化を推進する

従
来
型
課
題

先
進
的
な
取
組
み
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PPP/PFIの一般的な特徴 （本編2.1.2(1)）

○ PPP/PFI手法の有する様々な特徴（性能発注・創意工夫の発揮・人的資源の効率化等）を生か
すことで、下水道事業を取り巻く課題の解決に貢献することが期待される。
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特徴①：性能発注
• PPP/PFI手法によらない場合には、下水道管理者から民間事業者への委託や請負は仕様発

注が基本となる
• PPP/PFIは民間事業者のノウハウや工夫の幅広い活用を目的とするため、PPP/PFI手法を

用いる場合、下水道管理者は求める性能のみを示し、これを具体的に達成するための手法の
内容や時期には関与せず、民間事業者の裁量に委ねるという、性能発注の考え方がなじむ

特徴②：民間の創意工夫の発揮
• PPP/PFI手法によらない場合には、民間事業者は自発的な創意工夫を発揮する動機や余地

に乏しい
• PPP/PFI手法の目的は民間の創意工夫を公共事業に活かすことにあるため、その創意工夫

を引き出す仕組みを多彩に導入することが望まれる
• たとえば民間事業者が工夫によってコストを縮減したような場合には、そのコスト縮減分は企

業努力として民間事業者に帰属させる等の事業設計（スキーム）とすることがなじむ

特徴③：下水道管理者の人員資源の効率化
• PPP/PFI手法によらない場合には、民間事業者は地方公共団体の細かな指示と検査のもと、

業務を行うにすぎず地方公共団体の事務負担は軽減されない
• PPP/PFI手法には下水道事業の一部が民間事業者に委ねられるような効果がある
• 委託範囲や委託期間次第では、下水道管理者たる地方公共団体の職員がこれまで行ってきた

業務の大部分を民間事業者が行うことになり、職員の業務量が軽減されることが期待される
• 軽減された業務量を、より高度な企画・計画に関する業務へ注力するなど、より効率的な人的

資源の活用が可能となる

PPP/PFI
の

一般的な
特徴



PPP/PFIの一般的な特徴 （本編2.1.2(1)）

○ PPP/PFI手法の活用に際しては、民間事業者に与える裁量の大きさに応じて、期待できる効果
が異なる。
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民間の
裁量小

一体契約による事務負担軽減DB

Lv3:修繕の事務負担低減
Lv2：薬品等の在庫管理・発注事務負
担低減
Lv1：複数年による事務負担軽減
※直営業務の負担軽減

・一体化による事務負担軽減が大きい
・建設後の不具合対応に関する負担軽
減
・汚泥利活用の販路に関する負担軽減

・改築事業の計画、予算管理、発注業務
、監督業務の事務負担軽減
・職員体制の構築、人員管理の負担軽
減
・災害対応の負担軽減

ど
う
や
っ
て
や
る
か
（性
能
発
注
）

事業効率化

何
を
や
る
か

体制補完

民間の
裁量大

民間の
裁量中

DBO
PFI

コンセッション

・工期短縮
・新技術導入

・点検頻度等の効率化
・薬品、燃料等の使用量削減
・修繕や異常対応の円滑化

・維持管理コストを考慮した費用削
減
・長期契約による効率化も可能

・維持管理効率を上げる改築の実施
・経営の自由度が大きく、民間の企
画力が発揮できる
・多くの業務を民間に委ね、相乗効
果を発揮できる

建設
改築

維持
管理

請負 委託

包括的
民間委託

仕
様

発
注



管理者の視点及び民間事業者の視点からのPPP/PFI活用への期待と課題（本編2.1.2(2)）

○ 管理者の視点からは「体制の維持・強化」や「住民サービスの向上」等が期待できる。
○ 民間事業者の視点からは「投資やマネジメントも含む受託」等が期待できる。
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①体制の維持・強化

④システム導入等の加速

⑤他分野連携による地域への貢献

⑥広域化/バンドリングによる基盤強化

②財政負担平準化・軽減

管理者視点からの期待

効果の測定

実施前の事務的負担

リスク分担

公共側の技術維持

VFMガイドライン等の活用

各種ガイドラインや外部コンサルタン
トの活用

マーケットサウンディング・
競争的対話等の実施

技術継承のための仕組み

管理者視点からの課題とその対応の例

③住民サービスの向上

投資やマネジメントも含む受託

長期の事業期間

見通しのきく企業経営

実現に寄与

経営資源の効率的な活用

民間事業者視点からの期待 民間事業者視点からの課題とその対応の例

非価格メリットの加味

経営努力への利益還元

リスクへの対応

民間事業者内の体制整備

非価格要素の評価項目を設定

創意工夫をしやすい仕組みの構
築・インセンティブ等の設定

マーケットサウンディング・競争
的対話の実施

PPP/PFI実績蓄積による成長・
契約準備期間の確保

モニタリングの中立性の確保 第三者機関の活用



PPP/PFI手法の活用による下水道事業の課題解決への有効性（本編2.1.2(3)）

○ PPP/PFI手法の各特徴を活用することで、経営改善や老朽化対策、技術継承、ＤＸ推進、脱炭
素等を効果的に解決することが期待できる。
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項目 PPP/PFI手法活用による有効性

経営改善 • PPP/PFI手法の特徴である性能発注により民間の創意工夫が発揮され、効率的な業務や事業運営が期
待できる

• 下水道管理者の費用負担の軽減をもたらし、ひいては下水道事業の経営改善へつなげることができる
【特徴①：性能発注 ・特徴②：民間の創意工夫の発揮】

施設等老朽化対策 • PPP/PFI手法の特徴である性能発注や、民間事業者に裁量を与えて実現する改築と維持管理の一体的
な実施により、施設の機能を維持する手法（修繕・更新・長寿命化など）を多彩に検討することが可能

• 高難度な老朽化対策も迅速に実現できる 【特徴①：性能発注 ・特徴②：民間の創意工夫の発揮】

職員数減少・
技術継承

• PPP/PFI手法の特徴である下水道管理者の人員資源の効率化によって、職員の負荷が軽減され、地方
公共団体特有の業務に人員資源を充てることが可能

• 少ない職員体制でも下水道事業を継続することが実現可能
• 民間事業者の創意工夫による勉強会等を通じて、地方公共団体職員の持つ技術力を維持・補完すること

に寄与しうる 【特徴③：下水道管理者の人員資源の効率化】

デジタル（DXの推
進等）

• PPP/PFI手法により与えた民間事業者の広い裁量により、事業期間中にデジタル技術の革新等があっ
た場合にも、積極的にデジタル技術（電子台帳や遠隔技術等）を適時に下水道事業へ導入することが期待

• 脱炭素に資する技術についても、DBO・PFI等による創エネ技術の導入や販売経路の拡大、コンセッショ
ン等による事業期間中における積極的な導入・提案が期待

• 企画競争を活用することで、民間事業者へ提案を促すことも可能 【特徴②：民間の創意工夫の発揮】

脱炭素（カーボン
ニュートラル）・肥
料利用

広域／他分野・領
域連携等

• 民間事業者を「かすがい」とした実質的な下水道事業の広域化（たとえば複数の下水道管理者が同一の業
務を同一の民間事業者に委託）が可能

• 他分野とのバンドリング（たとえば下水道事業だけではなく、水道事業やガス事業等も同一の民間事業者
に委託）による効率化



各PPP/PFI手法の概要と導入効果



PPP/PFIの実施状況（総論） （本編2.2.1）

○ PPP/PFIは手法を問わず様々な施設・地方公共団体で導入されており、民間裁量の幅が大き
いPFI（コンセッション方式）の実施数も増加している。

9

（出典）国土交通省調査による。R4.4時点で実施中のもの。ただし、DB方式は、H30～R3年度中に発注された件数。
* R2 総務省「地方公営企業決算状況調査」による。R3.3.31時点

（注）１団体で複数の施設を対象としたPPP/PFI事業を行う場合があるため、必ずしも団体数の合計は一致しない

管路施設

(全国約49万km *)

ポンプ場

(全国6,092箇所*)

下水処理場

（全国2,201箇所*）

PFI（従来型）

DBO方式

PFI（コンセッション方式）

11箇所 （8団体）

6箇所 （3団体） 10箇所 （2団体）

（28団体）

（9団体）

（3団体）

全体

(全国1,473団体)

包括的民間委託 1108箇所 （187団体）552箇所 （279団体） （298団体）

指定管理者制度 62箇所 （21団体） （21団体）97箇所 （12団体）

0箇所 （0団体）

1契約 （1団体）

49契約 （37団体）

33契約 （12団体）

1契約 （1団体）

DB方式 28契約 35契約

32箇所 （26団体） 2箇所 （2団体） 0契約 （0団体）



各PPP/PFI手法の概要 （本編2.2.2）

○ PPP/PFI手法は、その手法ごとに主な対象業務や事業の期間、対象となる事業がそれぞれ異なっている。

包括的民間委託
DB方式 DBO方式 PFI（従来型） コンセッション

処理場・ポンプ場 管路

スキーム
・概要

主な
対象業
務

保守点検・運転管理
薬品等調達
修繕
（設計・改築）

計画的業務
問題解決業務
住民対応業務
災害対応業務
設計・改築 設計・建設（改築）

保守点検・運転管理
薬品等調達
修繕
設計・建設（改築）

資金調達
保守点検・運転管理
薬品等調達
修繕
設計・建設（改築）

資金調達
料金収受・計画策定
保守点検・運転管理
薬品等調達
修繕
設計・改築

事業の
期間

3～5年間 3～5年間 －
維持管理期間：概ね１５
～20年間程度の長期

維持管理期間：概ね１５
～20年間程度の長期

事業期間：20年間以上
の長期

対象と
なる事
業

・処理場、ポンプ場の
維持管理
・特に曝気風量の調整
等民間の工夫の余地
が大きい処理場であ
れば効果的

・ストックマネジメン
トに係る点検、調査
を含める事例が多
い
・ストックマネジメン
ト計画に基づく改築
を含めている事例
もある

・設計時に民間によ
る工夫の余地が大き
い施設整備や管路の
未普及対策事業

・設計建設、維持管理
に民間の工夫の余地が
大きい汚泥利活用施設
等の施設整備
・既存施設の維持管理
を行いながら施設整備
を一体的に行う事業

・基本的にDBOと同様
の事業が対象となる

・民間の企画調整の余地
がある事業
・既存施設の維持管理を
行いながら改築や汚泥
利活用、遊休地活用等
を一体的に行う事業

管理者 管理者 管理者

企業 企業体企業
企業 企業

契約契約契約

性能発注方式であ
ることに加え、か
つ、複数年契約で
あることを基本と
する方式

「管路管理に係る
複 数業務をパ ッ
ケージ化し、複数
年契約」にて実施
している方式

公共が資金調達し、
施設の設計・建設
を民間が一体的に
実施する方式

管理者 管理者 管理者
金
融
機
関

金
融
機
関

企業体
SPC

SPC

企業 企業
企業 企業 企業 企業

使用者
料金

契約

融資出資出資 融資

契約
契約

公共が資金調達し、
施設の設計・建設、
運営を民間が一体
的に実施する方式

民間が資金調達し、
施設の設計・建設、
運営を一体的に実施
する方式のうちPFI
（ コンセッション方
式）を除く方式

利用料金の徴収を行
う公共施設等につき、
施設所有権を公共が
有したまま運営権を
民間事業者に設定す
るPFI方式
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処理場・ポンプ場を対象とする包括的民間委託 （本編2.2.4(1)）

○ 包括的民間委託は複数業務・複数年度を一本化して発注する手法である。
○ 処理場・ポンプ場と管路施設でその手法の特徴にやや違いがある。
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項目 内容

スキー
ム・
概要

主な
対象
業務

保守点検・運転管理（レベル１）
レベル１に加えて薬品等調達（レベル2）
レベル２に加えて一定金額までの小修繕（レベル2.5）
レベル2に加えて修繕（レベル3）
（設計・改築業務）

事業
期間

３～５年間

対象と
なる
事業

処理場、ポンプ場の維持管理
小規模の修繕をまとめて委託している例もある
より効果を得るために民間の工夫の余地が大きい処
理場を対象とすることもある

性能要求

運転
管理

清掃
業務

薬品等
調達

修繕
業務

下水道
管理者

民間
事業者

複数年契約

運転
管理

清掃
業務

薬品等
調達

修繕
業務

下水道管理者

計画策定改築

民間事業者

項目 内容

制度
上の
特徴

複数業務の取りまとめによる事務負担軽減：複
数の業務を一括し、複数年度にわたる契約期間
とすることで公共側の発注事務負担軽減できる
とともに、維持管理に対する体制補完にもなる。
まとめ効果によるコスト削減：まとめ効果による
財政効果や民間ノウハウの発揮も期待できる（例
えば、点検・清掃・不明水調査など計画的な業務
をまとめることによる維持管理人員の稼働率向
上等）。ただし、従前では未実施だった業務や直
営で実施していた業務を含む場合、費用面で増
加することもある（経営改善や業務効率化の視点
で総合的に判断することに留意）。
性能発注によるノウハウ発揮：性能規定により、
運転管理手法や点検方法・頻度の選択などにお
いて民間ノウハウがより発揮しやすい。
段階的な拡大も可能：第2期目以降の委託で業務
範囲を拡大するなど、段階的な業務範囲の拡大
や事業期間の長期化も可能
長期の施設更新等に関する業務に不向き：一般
的に3～５年間となることから、大規模修繕など、
長期的な視点に立った業務に対する効果は期待
しづらい
設備導入には不適：事業期間が短く、効果が限定
的で導入費用の回収が困難



処理場・ポンプ場を対象とする包括的民間委託
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項目
新潟県上越市
（本編事例1）

石川県かほく市
（本編事例2）

新潟県妙高市
（本編事例3）

山形県酒田市
（本編事例４）

事業名称 浄化センター包括的維持管理
業務委託

かほく市上下水道事業包括的
民間委託

妙高市ガス事業譲渡および上
下水道事業包括的民間委託

酒田市公共下水道施設運転
管理業務委託

主な対象
業務

処理場運転管理業務
ユーティリティ等調達業務
（消耗品、薬品の購入、光熱
水費の支払等）
脱水汚泥の処分業務

第1期（H22-H24）：レベ
ル2.5（一部修繕業務を含
むため）の包括的民間委託
であり、対象施設は処理場、
ポンプ場、マンホールポン
プ
第2期（H25-H29）：レベ
ル2.5（第1期と同様）であ
るが、対象施設に管路
（255km）が追加
第3期（H30-R4）：レベル
3相当の包括的民間委託で
あり、さらに対象施設に雨
水ポンプ場も追加された。

公共下水道事業・農業集落
排水事業：浄化センター5
か所他のレベル3包括委託
水道事業、簡易水道事業：
水道法に基づく第三者委託、
浄水場9か所、運転監視、
水質管理、調達管理、保守
点検・整備、補修、漏水調
査等
ガス事業：都市ガス事業を
民間へ譲渡
共通事項：料金徴収業務等
その他 ：市内公共施設への
再生可能エネルギー電力供
給等

運営業務
運転管理業務
保守点検・整備業務
ストックマネジメント業務
施設管理業務
水質及び汚泥性状分析業務
環境計測業
環境整備業務
修繕業務
物品等の調達、管理業務
廃棄物管理業務
緊急時対応に関する業務
モニタリング業務
その他業務

特徴 レベル２の包括的民間委託
に、脱水汚泥の処分業務が
付加されている
性能発注の実施
対象：放流水にかかる水質
基準の遵守、脱水汚泥に係
る含水率基準の遵守、騒音・
振動・悪臭に係る基準の遵
守、環境計測（水質・汚泥）の
回数、脱水汚泥発生量の上
限、電気保安業務及び活性
炭の交換業務 等

下水道事業のほかに、農業
集落排水処理場及び水道事
業（第2期以降）も包括的民
間委託の対象に含まれてい
る。
第3期では料金徴収業務が
追加されている。

利益の出やすいガス事業の
譲渡と、小規模市町村では
利益の出にくい水道事業及
び下水道事業の業務を同時
に民間へ委託し、３事業一
体での運営を実現（日本初）
ガス事業は譲渡、上下水道
事業は性能発注による包括
的民間委託とし、人口約3
万人規模の自治体で官民連
携により事業の継続を実現

運営業務
運転管理業務
保守点検・整備業務
ストックマネジメント２つの
インセンティブ制度を導入し、
民間事業者の創意工夫の発
揮を促しやすい仕組みとし
ている
酒田市のスキームについて
は、包括的民間委託におい
て受託者の創意工夫による
省エネルギーを促す上で、
参考となる



管路施設を対象とする包括的民間委託 （本編2.2.4(2)）

○ 包括的民間委託は複数業務・複数年度を一本化して発注する手法である。
○ 処理場・ポンプ場と管路施設でその手法の特徴にやや違いがある。
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項目 内容

ス
キー
ム・
概要

主な
対象
業務

保守点検、計画点検等、緊急対応
設計・建設・改築

事業
期間

３～５年間

対象
とな
る
事業

ストックマネジメントに係る点検、調査を含める事例
が多い
ストックマネジメント計画に基づく改築を含めてい
る事例もある

仕様等

下水道管理者 民間事業者

複数年契約

保守点検 計画点検 緊急対応

下水道管理者

計画策定改築

保守点検 計画点検 緊急対応

民間事業者

項目 内容

制度上
の
特徴

複数業務の取りまとめによる事務負担軽減：
複数の業務を一括し、複数年度にわたる契約
期間とすることで公共側の発注事務負担軽減
まとめ効果によるコスト削減：まとめ効果によ
る財政効果や民間ノウハウの発揮も期待でき
る（例えば、点検・清掃・不明水調査など計画
的な業務をまとめることによる維持管理人員
の稼働率向上等）
地元企業活用による災害時対応の円滑化：対
象施設の異常発生時における現場確認・緊急
調査・緊急清掃にも民間ノウハウを活かし、ス
ピーディーな対応を期待できる
長期的な管路更新計画の最適化などに関連
する業務に不向き：数年単位となることから、
長期的な視点に立った業務（ストックマネジメ
ントの最適化等）は期待しづらい
管路は性能発注が困難：管路施設は埋設され
ていること等の特性があり性能発注の導入が
難しい面があるため、処理場・ポンプ場の包括
委託では原則となっている「性能発注」を求め
ていない。ただし、まだ少数だが指標を用い
た性能規定で発注している事例もある。



管路施設を対象とする包括的民間委託
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項目
山形県鶴岡市
（本編事例５）

大阪府大阪狭山市
（本編事例６）

千葉県柏市
（本編事例７）

秋田県７市町村
（本編事例８）

事業名称 鶴岡市下水道管路施設等包
括的維持管理業務

大阪狭山市公共下水道施設
包括的維持管理業務

柏市公共下水道管路施設包
括的予防保全型維持管理業
務委託

秋田県下水道管路等包括管
理業務委託

主な対象
業務

計画的維持管理業務
対象施設の計画的な点検
調査・清掃
緊急対応等業務
対象施設の異常発生時に
おける現場確認・緊急調
査・緊急清掃
その他業務
不明水調査やストックマ
ネジメント計画の見直し
など
対象施設の規模：公共下
水道 3,168.3ha、管路
延長776,671m

日常的維持管理業務
計画的維持管理業務
ポンプ場及びマンホール
ポンプ維持管理業務
計画策定業務
修繕改築工事業務
対象施設は、汚水管（約
194km）、雨水管（約
66km）、ポンプ場（2か
所）、マンホールポンプ
（24か所）、雨水調整池等
（11か所）

計画的な点検・調査業務
計画的な改築業務
ストックマネジメント実
施計画関連業務

点検業務
マンホール蓋調査
マンホール形式ポンプ場
保守点検業務
通報初動対応業務
非常時緊急対応業務

※下水道管路延長約９００
km、マンホールポンプ389
箇所

特徴 管路の維持管理を中心と
した業務内容（計画的業務、
災害対応業務、問題解決
業務）
点検調査に基づく次期ス
トックマネジメント計画策
定業務

平成28年からの本格導入
に先駆けて、平成27年に
管路施設維持管理業務委
託として1年間の包括的民
間委託を実施
改築工事を業務に含むこ
とによるコスト削減効果を
実現
他方で、年間発注工事のう
ち2割程度を包括的民間
委託業務に含め、それ以外
は市単独発注とすること
で地域経済にも配慮

当時全国で類例をみない、
改築更新に主眼を置いた
包括的民間委託（当時は
コンセッション方式等の他
の手法の導入実績が全国
的に乏しかったことから、
包括的民間委託を選択）
現行の職員をベースに事
業スキーム等を構築

広域自治体である県と基
礎自治体である市町村が
共同発注を行い、民間事
業者に業務を委託してい
る
業務実施に向けて県及び
各市町村では電子台帳（共
通プラットフォーム）を導
入。電子台帳を活用して維
持管理業務を行うスキー
ムとしている



DB（Design Build） （本編2.2.5）

○ DB（Design Build）は、設計業務と施工業務を一体的に発注する方式であり、これによって施
工を効率的に行うことや民間のノウハウを効率的に取り入れることができる。性能発注も併せ
ることで、品質向上やコスト縮減につながることが期待される。
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項目 内容

スキー
ム・
概要

※DBの対象施設として、①処理場等の施設（処理場DB）と②
管路施設（管路DB）に大別される

主な対
象業務

設計・建設・改築

事業期
間

設計＋建設期間（事業の内容によって異なる）

対象と
なる事
業

①処理場DB：設計時に民間による工夫の余地が大きい
施設整備事業
②管路DB：管路の未普及対策等事業

維持管
理

仕様等

下水道管理者

計画
策定建設・改築

下水道
管理者

民間
事業者

一体的に発注

設計

建設・改築設計

民間事業者

項目 内容

制度上
の
特徴

新技術導入に効果的：公共が要求する性能に対し
て民間から設計と施工について一体的に提案を受
けることから、性能を満たすのに複数の技術の選
択肢がある場合や、新技術の導入を試みる場合に
効果的に機能
品質向上・一定のコスト縮減に期待：性能規定及び
設計・建設の一体化により、民間ノウハウによる公
共工事の品質向上、コスト縮減、効率的な業務が期
待される
未普及解消の加速（管路DBを想定）：公共側で設
計・工事発注事務が追い付いていない場合などは、
設計建設・改築の効果的手法として、下水道未普及
解消を加速化させる効果がある
維持管理コスト削減は限定的：維持管理業務を含
まない発注であるため、維持管理を意識した設計・
施工は期待しづらい
設備設置の適正やメンテナンスコストの見通しに
留意：維持管理業務を含まないことから、設備の設
置における不備が引き渡し後に発覚し、メンテナン
スコストが過剰に発生するおそれがあるという点
に留意が必要



DB（Design Build）
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項目
千葉県

（本編事例9）
福岡県大牟田市
（本編事例10）

神奈川県葉山町
（本編事例11）

事業名称
[類型]

江戸川左岸流域下水道江戸川第一終
末処理場焼却設備工事
[処理場DB]

大牟田市公共下水道事業白川ポンプ
場建設工事
[ポンプ場DB]

公共下水道下山口地区管渠整備事業
[管路DB（未普及）]

主な対象業務 焼却炉の設計・建設業務
焼却炉の規模は１１０ｔ／日

実施設計業務
ポンプ場建設業務
対象施設は、ポンプ場（土木・建
築・機械設備・電気設備・場内整
備）
対象施設の規模等は次のとおり。

全体排水量 16.293m3/秒
（今回排水量 12.24m3/秒）
ポンプ設備 φ1350×3台（今
回工事）、φ1000×2台（将来工
事）
自動除塵機 3基（今回工事）、1
基（将来工事）
自家発電設備、監視制御設備

管きょ建設（開削工、推進工 約７
㎞）
マンホールポンプ設置
対象面積 約40ha

特徴 維持管理については、別途建設中
の水処理施設も含めた下水道公社
委託や包括的民間委託などを検討
するとしたことからDBO方式は選
択しなかった

スキーム検討時、他のポンプ場の
維持管理について既に包括的維持
管理業務委託を締結していたこと
から、委託契約期間を考慮して、本
ポンプ場完成後も、同じ維持管理
受託者が一体的に管理することが
効率的と判断し、DBO方式ではな
くDB方式を採用した

未普及地域の早期解消への取組み
事例



DBO（Design Build Operate） （本編2.2.6）

○ DBOは設計・建設（改築）・維持管理を一体的に行うことで、維持管理の効率性も見据えた設計
建設を促すことができ、コスト削減も期待できる。また、先に維持管理がされており、その対象施
設を期間中に改築する場合も同様の効果を得られる。
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項目 内容

スキー
ム・
概要

新規施設を対象とするDBO

既存施設を対象とするDBO

維持管理

仕様等

下水道管理
者 計画

策定
建設

下水道
管理者

民間
事業者

一体的に発注

設計

建設設計 維持管理

設計・建設 維持管理

※契約は設計建設と維持管理で別個となることが多い

民間事業者

維持管理 設計・改築 維持管理

※契約は維持管理・改築を含んだ一本となる

仕様等

下水道
管理者

民間
事業者

一体的に発注

下水道管理
者 計画

策定

民間事業者

維持管理 改築設計

改築設計維持管理

項目 内容

主な
対象
業務

運転管理、薬品等調達
保守点検・修繕
設計・建設・改築

事業
期間

維持管理期間：15～20年間の長期にわたる

対象
とな
る事
業

設計建設、維持管理に民間の工夫の余地が大きい汚泥利
活用施設等の施設整備
既存施設の維持管理を行いながら施設整備を一体的に行
う事業

制度
上の
特徴

ライフサイクルコストまで見越したコスト削減効果：DB方
式のメリットに加え、長期間の維持管理を含むことから、
事業期間中の総費用（ライフサイクルコスト）まで意識した
設計・施工・維持管理が期待できる
長期の委託期間が設定可能：長期間にわたる運転維持管
理業務を同一の民間事業者が実施するため、公共側の運
転維持管理人員の負担軽減や発注事務の負担軽減に資す
る
施設の老朽化への対応：一般的に民間事業者に長期の事
業期間にわたる施設性能確保を要求することから、DBO
方式の活用によって事業期間中の当該施設の老朽化への
対応は民間が責任を負う
処理コストの削減：汚泥処理施設を設計建設の対象とする
場合には、コスト削減が見込める
職員数の減少に対応可能：大規模事業における設計・建設
の発注、維持管理の大部分を民間事業者に委ねることで、
公共側で不足する職員の補完が期待される



DBO（Design Build Operate）
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項目
佐賀県佐賀市
（本編事例１2）

千葉県市原市
（本編事例１3）

岩手県大船渡市
（本編事例14）

事業名称
[類型]

佐賀市下水浄化センター汚泥堆肥化
事業
[新設を対象]

松ヶ島終末処理場下水汚泥固形燃料
化事業
[新設及び既設を対象]

大船渡浄化センター施設改良付包括
運営事業
[既設を対象]

主な対象業務 下水汚泥から堆肥を製造するため
に必要な施設の設計、建設及び管
理運営に関する業務（管理運営に
は製造した堆肥の流通・販売も含
む。）
施設の処理能力は30t/日

固形燃料化施設の整備（設計・建
設）
固形燃料化施設（※）及び既存汚
泥処理施設（※※）の維持管理業
務
固形燃料化施設の処理能力は
48.8t/日

※固形燃料化施設：点検・運転・維持・
修繕・更新計画・改築更新・大規模修
繕
※※既存施設：点検・運転・維持・修繕

施設改良（設計・施工）業務
維持管理業務

特徴 施設規模が比較的小さいことから、
PFI（従来型）による民間事業者の
金利負担と比較し、市の起債によ
る低利借入れが可能なDBOを選
択

設計・建設させる固形燃料化施設
に加え、既存汚泥処理施設の維持
管理も業務対象範囲に含めている
維持管理期間にあたってはSPCを
設立し、当該SPCが維持管理業務
及び燃料化物売買契約締結を実施

施設改良付包括運営というモデル
を採用しており、包括委託と改築業
務を組み合わせたスキームとなっ
ている



PFI（Private Finance Initiative）（従来型） （本編2.2.7）

○ PFI（従来型））では、民間事業者は複数の企業から構成され、PFI事業を遂行するための新会社
（SPC）を設立する。業務実施にあたり、株主からの資本に加え、金融機関からも融資を受けて
整備のための資金を調達する。整備等の費用は地方公共団体からサービス対価として延払いに
より回収する。整備運営の事業期間は長期（概ね１５～２０年程度）にわたる。
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項目 内容

スキー
ム・
概要

主な対
象業務

保守点検・運転管理、薬品等調達
修繕
設計・建設・改築
資金調達

事業期
間

維持管理期間：概ね１５～20年間程度の長期にわ
たる

対象と
なる事
業

基本的にDBOと同様の事業が対象となる

出資 委託・請負 委託

融資PFI事業契約サービス対価

サービス提供

直接協定

使用者

下水道管理者 金融機関

SPC

設計・建設会社 運営・管理会社

整備 維持管理

整備 維持管理

項目 内容

制度上
の
特徴

資金調達も民間責任：DBOに加え、資金調達まで
民間事業者に任せることで、民間の経営能力や技
術的なノウハウを活用し、建設・維持管理コストの
低減が期待できる
特有の手続負担：事業実施のためにPFI法に定め
る様々な手続や議会議決のため導入に手続上の
負担
財政負担の平準化：整備時一括ではなく、サービス
対価という形で延払いが可能となるため、財政負
担の平準化を図ることができる
金融機関による関与：民間資金の調達にあたり金
融機関の関与が想定され、金融機関によるモニタ
リングも期待できる。ただし、金融機関のモニタリ
ングは管理者によるモニタリングを完全に代替す
るものではない点に留意が必要
上記以外は一般的にDBOと同じ特徴を有する



PFI（Private Finance Initiative）（従来型）

20

項目 富山県黒部市（本編事例１５） 愛知県豊橋市（本編事例1６） 大阪府富田林市（本編事例１７）

事業名称
[類型]

下水道バイオマスエネルギー利活用
施設整備運営事業
[BTO方式]

豊橋市バイオマス資源利活用施設整
備・運営事業
[BTO方式]

富田林市下水道管渠長寿命化PFI事
業
[BT方式]

主な対象業務 施設設計・整備業務、維持管理業
務
運営業務（濃縮汚泥の受け入れ、
事業系食品残渣の受け入れ、バイ
オマスの処理、回収ガスの有効利
用等）
乾燥汚泥有効利用業務
ユーティリティ等の調達・管理業
務

バイオガス利活用業務（ガス発電
による売電）
発酵後汚泥利活用業務（炭化燃料
化）
付帯事業としての未利用地利活
用業務（太陽光発電整備）

義務事業：事業運営管理業務、ま
す及び取付管調査業務、管更生建
設業務、マンホール蓋取替工事、
誤接続調査業務
付帯事業：誤接続解消工事、不明
水対策の効果測定

特徴 優先交渉権者選定基準の審査項
目に「地域の活性化」を設けること
によって、地域経済の活性化を
図った。
処理施設の一部を活用した憩いの
場の提供として、足湯施設が整備
された

当時国交省の補助要件が
BTO/BOTの2種であり、BOTの
場合には固定資産税が発生するこ
とからBTOを選択した
PFI法に基づく未利用地の有償貸
付を活用したをによる「未利用地
の利活用業務」を付帯事業として
含め、事業者側の提案により太陽
光発電事業を当該事業として実施
温室効果ガスの排出削減も目的
（効果）として挙げている
事業者提案VFMが55％

誤接続調査等との一体的な実施に
よる効果を期待し、誤接続解消工
事を付帯事業として位置付けた
（PFI事業者が別途住民と契約を
締結して事業を実施し、費用は住
民が負担する）



公共施設等運営権方式(PFI(コンセッション方式)) （本編2.2.8）

○ PFI(コンセッション方式)では、下水道管理者が施設を所有したまま、公共施設等運営権を民間
事業者（運営権者）に設定し、利用料金を民間事業者が直接収受して運営を行う方式である。
様々な下水道事業関係業務を、それぞれの下水道管理者の課題に応じて適切な「パッケージ化」
を可能にすることがポイントである。
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項目 内容

ス
キー
ム・
概要

主な
対象
業務

保守点検・運転管理、薬品等調達
修繕
設計・改築
資金調達
料金収受
計画策定

事業
期間

事業期間：20年間以上の長期にわたる

対象
とな
る
事業

民間の企画調整の余地がある事業
既存施設の維持管理を行いながら改築や汚泥利活用、遊休
地活用等を一体的に行う事業

出資 委託 委託

融資運営権
実施契約

サービス
提供

直接協定

使用者

下水道管理者
金融機関

SPC

構成企業 民間企業

利用
料金

運営権
対価

運営権設定

運営権

担保

改築 維持管理

改築 維持管理

項目 内容

制度
上の
特徴

利用料金を使用者から直接収受：SPCが直接使用者から利
用料金を収受することから、民間の経営自由度が大きく民
間の企画力が発揮できる。
民間事業者の企画ノウハウの最大限の発揮：分散している
複数の施設や同種の施設、広域な施設をまとめて対象にし
て事業を実施できることから、これまでのPPP/PFI手法に

はないような広い裁量を与える余地があり、民間事業者の
企画ノウハウの最大限の発揮が期待できる。
自由自在な業務パッケージ化：資金調達のみならず、料金
収受や計画の策定など、下水道事業の多くの業務を民間に
移管することができ、ケースごとに柔軟なリスク分担を契
約で定められる
財政メリットの極大化：業務範囲が最も広く設定できる方
式であるため、まとめ効果によるノウハウの活用の余地が
大きく、財政上のメリットを最大化できる
長期の事業期間による負担軽減：PFI（コンセッション方式）
の事業期間は長期になることが多く、ノウハウの活用だけ
ではなく公共側の施設管理負担の最大限の軽減が見込め
る
職員派遣：PFI法において、当初5年程度公共から民間への
引継ぎを想定した公共団体の職員派遣が可能であり、円滑
な業務・ノウハウの引継ぎが可能
特有の手続負担：事業実施のためにPFI法に定める様々な
手続や議会議決のため導入に手続上の負担



公共施設等運営権方式(PFI(コンセッション方式)) 
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項目
静岡県浜松市
（本編事例１８）

高知県須崎市
（本編事例19）

宮城県
（本編事例20）

神奈川県三浦市
（本編事例2１）

事業名称
[類型]

浜松市公共下水道終末処
理場（西遠処理区）運営事
業
[処理場コンセッション]

須崎市公共下水道施設等
運営事業
[処理場コンセッション]

上工下水一体官民連携運
営事業
[処理場コンセッション]

三浦市公共下水道（東部処
理区）運営事業
[処理場・管路コンセッショ
ン]

主な対象
業務

経営業務 （利用料金収
受等）
※具体の利用料金徴収
業務は市に委託
改築業務 （更新、長寿
命化、附設）
維持管理業務（修繕、維
持）
任意事業

経営に関する業務
汚水管渠にかかる企画
運営業務、維持管理業務
（小修繕含む）
終末処理場の企画運営
業務（小修繕含む）
その他、仕様発注による
維持管理委託（雨水ポン
プ場の保守点検等）
また、包括的維持管理委
託として漁業集落排水処
理施設の維持管理業務
及びクリーンセンター等
の維持管理業務がある

経営に関する業務
運営権設定対象施設に
おける維持管理及び改
築に係る業務（運転管理
業務、保守点検業務、修
繕業務、改築業務）
本事業用地及び運営権
設定対象施設等の保安
等に係る業務
土地、建築物及び工作物
等貸付業務
関連業務（試験研究等へ
の協力、大雨時溢水対応、
管路の点検調査等）

経営に関する業務
各種計画支援に関する
業務
処理場（東部浄化セン
ター）、ポンプ場（金田中
継センター）及び管路施
設（東部処理区の汚水全
て）の改築
処理場（上に同じ）、ポン
プ場（上に同じ）及び管
路施設（上に同じ）の維
持管理
管路施設の増築

特徴 土木・管路は対象施設の
対象外
土木構造物の次回更新時
期等を踏まえ事業期間を
20年間に設定
第三者モニタリングとし
て日本下水道事業団を活
用

PFI法第6条に基づく民
間提案を契機に検討が開
始されている。
複数事業のバンドリング
の要素がある。

流域下水道事業のみでは
なく、水道用水供給事業
及び工業用水道事業も一
体的に対象業務に含めて
いる。

管路施設の改築だけで
なく、管路施設の延伸が
業務に含まれている



PPP/PFIと関連手法を組み合わせた施設展開のイメージ （本編2.2.9）

○ 下水道事業の抱える諸課題の解決に向け、「PPP/PFI」、「広域化/バンドリング」、「DX・新技術
/他分野連携」等の手法を組み合わせることにより、従来の施策をより効率的・効果的に推進し
ていくことが期待される。
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＜主な目標＞

PPP/PFIPPP/PFI

脱炭素社会への貢献（ＧＸ）

公衆衛生の向上

公共用水域の水質改善

強靭性の確保

DX・新技術／他分野連携DX・新技術／他分野連携

民の知見を活かして、
PPPによりDX・新技
術等の導入や他分野
連携を推進

広域化／バンドリング広域化／バンドリング

スケールメリットを生か
したPPP/PFIの導入推
進

官民の特性を生かした
広域的な体制の構築

汚泥エネルギー化・肥料化

省エネ化

＜主な施策＞

未普及解消

老朽化対策

手法を組み合わせることで、
効果的な施策展開を実現

等等

効率的な施設の運転管理

下水道事業の持続性確保



PPP/PFI手法の有効性 （本編2.2.10(1)）

○ デジタル・脱炭素・広域化等を推進するに際し、PPP/PFI手法を活用することで、例えば、官民
の調達の違い、事業者の募集・選定等を通じた提案の引き出し等、その有効性からより円滑な推
進が見込める。
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①最新の技術を積極的に取り入
れられる

②新技術に潜むリスクを公共側
から民間へ移転できる

従来型の方法とPPP/PFIを活用した場合の違い有効性の例

通常の発注：仕様発注の場合には、使うメーカーを特定して発注することは困難。
そのため得たい技術を確実に調達できない

DB/DBO/PFI ：設計と施工を一体的に行わせ、得たい性能を工夫して示すこ
とで、公共側にとって求める性能を満たす最新の技術を調達することができる

通常の委託：対象施設の新規性が高いと、維持管理業者が性能にリスクを認識す
るおそれ。リスクを自治体が負担しないと、オペレーション業者が見つからないお
それがある。

DBO/PFI ：施設を建設した事業者に維持管理を任せられるので新技術や新製
品に関するオペレーション上のリスクを適切に移転できる。

③得たい効果のみを明示して、
具体的な方法を民間に考えさせ
られる

通常の委託：仕様を公共側で確定する。特に新技術の場合には公共側に十分な
知見や経験がない

包括委託/PFI：性能発注とすることで、公共側で得たい効果だけを特定する。そ
れにより、公共側で詳細な仕様を作らなくても、民間事業者の独自の技術や方
法、新技術を効果的に引き出すことができる。

④ソフト面での統合効果を得る
ことができる

通常の委託：施設の統廃合は地理的に限界がある。また、単体事業では施設分野
が限定され、他分野との連携にも限界がある。

包括委託/PFI：広域化の取組みとPPP/PFIを同時に検討することで、広域化し
た事業の担い手としてふさわしい事業者を確保しうる。また、PPP/PFIによっ
て他分野連携を促進することができる。



PPP/PFI手法活用の具体的なイメージと参考事例 （本編2.2.10(2)）

○ デジタル・脱炭素・広域化等を推進するに際して参考となる具体的な事例がある。
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活用の具体的なイメージ有効性 参考事例

事例
豊橋市豊橋バイオマス資源利活用施設整備・運
営事業(事例16)
【要求水準】で義務化することにより実現

鶴岡市鶴岡浄化センター消化ガス発電事業
【要求水準】で義務化することにより実現

事例
宮城県上工下水コンセッションにおけるイノ
ベーション提案(事例20)
【選定基準】で高評価を与えることとすること
で、積極的な提案を喚起することにより実現

脱炭素（SDGｓ・カーボンニュートラル）に
寄与する施設の整備・運営をDBO方式
やPFI手法により実現する

• 消化ガス発電やバイオマス発電により、
火力発電に代替する発電を行うことで
CO2削減を行う

PPP/PFI事業の公募において最新のイノ
ベーションを活用する提案を求め、このよ
うな提案を高く評価する

• デジタルや脱炭素、領域連携等につい
てテーマを定めて民間事業者の自由
な提案を求め、それを高く評価するこ
とで積極的なアイデアを促す

①提供元が限られている
新技術を積極的に取り入
れられる

②新技術に潜むリスクを
公共側から民間へ移転で
きる

③得たい効果のみを明示
して、具体的な方法を民
間に考えさせられる

④ソフト面での統合効果
を得ることができる

官民連携事業者を共同選定することで、広
域・他分野（水道・ガス等）・領域連携を民間
事業者が中心となって行う

事例
・石川県かほく市による上下水道一体委託事例
（事例2)
・須崎市による漁業集落排水処理施設包括維持
管理を含むコンセッション事例(事例19)
・宮城県による上工下水コンセッション(事例
20）
・秋田県による広域化事例（事例8）
上記はいずれも【事業の枠組み】として組み込
むことで実現


